チャンドラー・モデルの限界についての小論 by 安部,悦生
経 営 論 集
６３巻 第３・４号
２ ０ １ ６ 年 ３ 月
チャンドラー・モデルの限界についての小論
安部 悦生
キーワード：統合，脱統合，ネットワーク，SME，ファブレス・ファウンドリー，所得増大，
市場と技術，第３次産業革命，経営風土，企業文化，経営戦略，管理組織，企業
組織，組織体質，経営階層組織，組織（構築）能力，経営能力，ショップフロア
チャンドラー・モデルに関して，私も含めて，多くの論者がその特徴と意義を論じてき
た（１）。この小論では，主に彼のモデルの限界を論じることにしたい。
Ⅰ 第一の限界：ネットワークの軽視（統合から脱統合へ）
チャンドラーの関心は，第一に「近代巨大統合企業」modern large integrated firms の発生
であった。言い換えれば，巨大な「経営階層組織」managerial hierarchy をもつ「統合企業」
integrated firms であった。それは，経営史上において未曾有の現象であり，１９世紀末から
２０世紀初頭に，アメリカ，イギリス，ドイツなどいくつかの先進国で登場した。そうした巨
大企業を分析したチャンドラー・モデルは，１９６０年代から１９８０年代まで，最有力の企業モデ
ル（ビジネスモデル）とみなされていた。しかし，第二次大戦後，世界経済全体で発展の収斂
が起こり，多数の国々が市場競争に参加するようになり，彼のモデルは現実にフィットしなく
なった。モデルが経営環境（市場と技術）に適合しなくなったのである。
先進地域だけではなく，NIEs のような中進国や新興国でも経済発展によって所得の上昇が
起き，さらには，社会主義計画経済が崩壊するにおよび，ロシア，東欧，中国などが競争に加
わり，メガ・コンぺティションと言われる状況が出現した。BRICS，VISTA と呼ばれる国々
の登場である。また，第３次産業革命と呼ばれるエレクトロニクス革命によって，巨大統
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が出現した。巨大統合企業から，ネットワークを利用した脱統合（disintegration）への進展
１
である。SME やその地域ネットワークは従来からも存在したが，１９８０年代以降，エレクトロ
ニクス革命により参入障壁が下がったために，また市場の多様化・細分化に FMS（flexible
manufacturing system）を利用して対応したために，それらは脇役としてではなく，経営発
展の主役に躍り出た。
このネットワークの重要性に気付かなかったか，あるいはそれを軽視したことがチャンド
ラー・モデルの重大な限界であった。もとより彼が着眼した時代には，需要の多様化・細分
化，エレクトロニクス革命による参入障壁の低下はほとんど見られなかったのであり，それに
注目しなかったのは当然とも言える。だが時代が変わり，SME やファブレス・ファウンド
リーのネットワークが重要となるドラスティックな環境変化が起きた。その意味で，彼の理論
があ

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
程

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
陳腐化したのは当然と言ってよい。ただし，大規模で，かつ統合した企業が経済発
展の主役だとする彼の主張が全面的に否定されたわけではない。産業特性によって，巨大統合
企業の優位が欠くべからざる条件となっている分野も多い。
統合企業から脱統合状態，すなわちネットワークへと進む変化は，もとより単なる小企業分
立の時代への単純な回帰ではない。ネットワーク化は，所得の上昇（需要の細分化・多様化を
もたらす）とエレクトロニクス革命に支えられた，需要・供給という両面での変化に対応した
新しいビジネスモデルなのである。
このネットワークの軽視に関して，フランチャイズを研究したディッキーは興味深い指摘を
している。２０世紀のアメリカといえば，マクドナルドやコカコーラなどの優れてアメリカ的
とも言えるフランチャイズ制が発展した時代である。しかし，チャンドラーはこうしたフラン
チャイズ制に全くと言ってよいほど着眼しなかった。それは，彼の見落としだとディッキーは
批判する（２）。確かに，フランチャイズ制はアメリカを代表する企業が採用した典型的なビジネ
スモデルと言える。自動車販売のディーラー制もフランチャイズの一種であるし，不動産のセ
ンチュリー２１も典型的フランチャイズである。このようなフランチャイズは，ネットワーク
の一種と考えることができる。こうしたフランチャイズの発展がチャンドラーの視野の外に置
かれたことは，ネットワークの軽視とつながっていったと言えよう。ちなみに，コーラ，ハン
バーガーなどの消費財への注目，ひいてはサービス産業への注目の少なさは，かれの時代感覚
を反映している。
Ⅱ 第二の限界：文化の脱落（あるいは軽視）
図１を見ると，チャンドラー・モデルの全体像とそれに欠けているものが理解できる。
チャンドラー・モデルの眼目は，市場が経営戦略を規定し，戦略が管理組織（公式組織）を
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規定するということである。筆者は繰り返し強調しているが，チャンドラーの有名な命題，組
織は戦略に従う，換言すれば，戦略が組織を規定するという命題は，実はＵフォーム，Ｍ
フォームなどの管理組織（management structure）であり，企業組織（corporate structure）
である企業者企業（entrepreneurial firm）や経営者企業（managerial firm）を規定するので
はない（３）。また，チャンドラーが強調するところでは，市場（経営環境）が経営戦略を規定す
るのである。その市場は技術と連動した市場（market cum technology）であり，鄙見では技
術の進展が市場を拡大深化させることもあり，市場の必要が技術開発を惹起することもあると
いった相互牽引関係にある。（市場が戦略を規定する点は，もっと強調されるべきである。こ
の強調は，特に，組織が市場を規定するといった考えについての反論ともなりえよう。）
ところで，市場には，製品市場，地理的市場の二つの側面があり，さらに製品市場，地理的
市場に関して，その規模（scale）と性質（nature）という二つの側面がある。市場の規模は，
主として人口によって決まり，市場の性質は人々の嗜好，換言すれば文化によって決まる。国
（country）や地域（region）の文化が受容される製品の性質を決定するのである。文化は広
い概念であるので，その定義は別稿に譲るが，気候，風土，人々の価値体系，嗜好性，行動様
式を含む（文化とは，「思考・言説・行動の安定的パターン」とも表現できる）。
そうした地域や国の文化，そしてその相違が，製品需要に大きな影響を及ぼすことは想像に
難くない。熱帯地域でウールのオーバーコートは要らないし，寒冷地域で薄手の生地は不適当
である。もっとも，繊維製品では下着は外着とは異なるし，デザイン，着心地などの製品需要
の多様性は極めて複雑である。近年，中東地域では，東洋紡などの綿製品が着心地，見栄えの
点で好まれていると聞く。また，量産品を好むか，手工業的なものを好むか，デザイン重視
図１ 市場・戦略・組織・文化・経営行動の関連（拡張チャンドラー・モデル）
注：点線内がチャンドラー・モデル。ただし，チャンドラーの場合、企業組織の経営戦略に与える影響
は明確ではない。
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か，機能重視か，価格重視かなどは，その国・地域の文化および所得水準が決定する。
それはともかく，文化（嗜好性，価値観など）は，製品需要に大きな影響を与えるとともに，
供給サイドの経営者の理念，労働者の勤労態度にも影響する。企業で働く人々（経営者，従業
員）にとって，どのような体質を持つ企業で働くかということも劣らず重要である。それが企
業文化である。賃金重視か，労働環境重視か，職場の人間関係か，仕事の達成感など様々であ
るが，そうした価値観（文化）は勤労態度（モチベーション，インセンティブ，勤勉，真面目
さなど）にダイレクトに影響する。
企業文化は，経営者・オーナーの理念にも影響するので，企業組織（コーポレット・ガヴァ
ナンス）に影響を与える。経営者・オーナーは，長期的成長を期待するか，短期的業績向上を
望むか，家産維持重視か，あるいは株主（オーナー）重視か，従業員・地域社会などを含めた
ステイクホールダー重視か。そうした経営理念やコーポレット・ガヴァナンスの相違は経営戦
略にも影響する。
また企業文化は，非公式組織たる組織体質（organizational habit）にも影響するであろう。
さらにまた，企業組織も組織体質に影響する。例えば，オーナー企業であれば，そのオーナー
に対する距離感が，個々の従業員の行動に影響する。ルノー・日産のゴーン氏は，タイヤ企業
のミシュランにいたが，ミシュラン家が支配している同族企業では，社長になるのはおぼつか
ないとして，経営者企業であるルノーに転じた。
手続き重視，コンセンサス重視の企業文化に対して，トップダウン，スピード重視の企業文
化では，組織体質は当然異なるであろう。こうした違いは，同じ国・地域の文化圏内でも，企
業ごとの相違をもたらす。同じシリコンバレー地域でも，ヒューレット・パッカードとアップ
ルでは企業文化は大きく異なるのである。また，地域には，日本の関東と関西，アメリカのシ
リコンバレーとルート１２８（ボストン地域），北イタリアと南イタリア，北イングランドと南
イングランドのような一国内でも異なる地域文化もあれば，国を超えたイスラーム圏，東南ア
ジア地域，地中海圏，北ヨーロッパ圏，中東圏，南米圏，ラテン圏などの広範囲な地域もあ
る。いずれも region と言える。
以上のような経営体質とともに，企業であるからには，公式組織としての管理組織も経営行
動（organizational behavior）を規定する。最終的に，実際の経営行動は図１が示すように，
種々の要素の結節点なのである。
結論として，以下のように言うことができる。文化は，需要サイドの市場の性質に大きく影
響する（その市場の規模と性質は経営戦略を規定する）。同時に，文化は供給サイドの企業組
織（企
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
）や組織体質に大きく影響し，畢竟，経営者，労働者の行動に
大きな影響を及ぼすのである。
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Ⅲ 「チャンドラー・モデル」の展開
チャンドラー・モデルの限界は，以上で述べたように，第一に，統合を過度に重視し，１９８０
年代以降の脱統合，ネットワーク化の進展を軽視した点，第二に，文化の役割に着眼しなかっ
たこと，以上の２点にある。さらに付け加えれば，流通業におけるチェーンストア（スーパー
マーケット）のシアーズ・ローバックは取り上げられたが，マクドナルドなどのサービス産業
全般は軽視された点であろうか。
従来，チャンドラー・モデルの欠点として言われてきたのは，ヒト・モノ・カネという通俗
的な経営資源の３要素に関して，チャンドラーはモノを分析したが，ヒト，カネという２要素
を分析しなかったという批判であった。しかし，筆者の考えでは，確かにチャンドラーは詳細
にはヒト，カネを分析しなかったが，その大枠は与えたと言ってよい。カネすなわち財務に関
しては，企業の中に財務資源を包摂していく内部資本市場論がそれに答えているし，ヒトに関
しては，流動的な労働市場ではなく，内部労働市場（長期勤続市場）へ進んでいくとする歴史
的傾向の指摘がフレームワークを与えている（４）。
ポール・スイージーが指摘したように，モルガンなどの金融資本が跋扈した２０世紀初頭か
ら，１９３０年代には，GM，GE，IBM などの企業は，そうした金融資本の頸木から逃れて，内
部資本市場を通じて独立性を勝ち得て統合化を推し進めたのであった（金融資本 financial capi-
tal と区別される独占資本 monopoly capital の成立）。ヒルファーディングが彼の有名な著書
『金融資本論』（１９０４年）を出版した時には，すでに金融資本は衰退しつつあったとのチャン
ドラーの指摘は示唆的である（５）。
またドーリンジャー＆ピオーリなどの内部労働市場論を見ればわかるように，長期的に見れ
ば，雇用は長期化しているとのチャンドラーの指摘は，彼の企業内への人的資源の統合の重要
性に関する強調を裏打ちしている。このように，チャンドラーは決してヒト，カネという経営
資源を無視したわけではなかった。しかし，彼にとって不運だったのは，２０世紀後半の歴史
は，彼が強調した方向と全く逆の方向に進んだことであった。すなわち，資本市場では，内部
資本市場ではなく，年金基金，投資ファンドなどの外部資本の役割が重要となり，また労働市
場の面でも，従業員の流動性は逆に高まったのである（内部労働市場の解体傾向）。とりわけ，
１９８０年代以降，労働移動の流動性は高まったと言われている（６）。
したがって，ヒト・カネについての分析欠如といったチャンドラー批判は，正鵠を射たもの
ではない。だが，ネットワークの軽視，とりわけアップル，デル，ナイキ，GAP に代表され
るような委託製造（ファブレス・ファウンドリー）のようなビジネスモデルの登場を見抜けな
かったのは，彼の関心が重厚長大，大統合企業の誕生に向けられていたという時代の制約の故
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であろう。
今一つのチャンドラー・モデルに対する批判，ショップフロア・レベルの分析が欠如してい
るという批判がある。労働史研究においては，厖大な歴史的研究，とりわけ社会史的な視点か
らの研究蓄積がある。こうした研究者からは，労働者の生活，価値観，エートス（倫理的態
度），実際の作業の有り様などがほとんど等閑視されているとの批判がある。人的市場（労働
市場）の歴史的傾向に関しては，チャンドラーはその大枠を与えたし，GM に関しては，職長
などの労働の在り方にもある程度言及している（７）。だが，そのような労務管理・労働現場への
考察は彼の関心のほぼ埒外にある。これは，彼の大きなフレームワークが経営風土や企業文化
を分
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ことに起因していると思われる。
ただし，『スケール・アンド・スコープ』以降のチャンドラー・モデルでは，それ以前は経
営階層組織（managerial hierarchy＝管理組織）がキーワードであったが，図１で示されてい
るような組織体質（organizational habit）を含んだ組織能力（organizational capabilities）が
１９９０年代以降は強調されるようになった（８）。これを「ニ

ュ

ー

・

チ

ャ

ン

ド

ラ

ー

・

モ

デ

ル

」あるい
は「拡

張

チ

ャ

ン

ド

ラ

ー

・

モ

デ

ル

」と呼ぶこともできよう。これは，チャンドラーがネルソン＆
ウィンターの進化経済学に好意的であることを表明し，「学習に基づく組織能力」（learned or-
ganizational capabilities）を評価したためである。その意味で，チ
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と言える（９）。もっとも，そうした試みが十分成功したか否かに関し
ては疑問が残るが，繰り返せば，第１に脱統合の意義，第２に文化の意義を軽視し，それらの
考察を十分に展開できなかったことがチャンドラー・モデルの限界と言えるであろう。
【注】
（１）チャンドラー・モデルに関する一連の拙稿を参照。他の研究者の関連文献に関しては，拙稿において主要
なものはほとんど記載されている。
（２）ディッキー『フランチャイジング』１３頁。
（３）戦略が組織を規定するという周知の命題は，チャンドラーによって，一方的に戦略が組織を規定するので
はなく，組織もまた戦略に影響するし，両方向的な関係を本来意味していたと，１９８９年に当人によって
否定されている。経営学においても広く受け入れられてきた命題のこのような否定に関して，換言すれ
ば，チャンドラー本来の考えについては別稿を準備しているが，やはり戦略が組織を，正確に言えば，管
理組織を規定するという命題は正しいと，筆者は考えている。まさに進化論的に，環境に不適合な戦略は
成功せず，戦略に適合しない管理組織は長期的には淘汰されざるをえないと考えられるからである。むし
ろ，組織と言っても，オーナー企業か専門経営者企業かといった企業組織，言い換えれば，コーポレッ
ト・ガヴァナンスの問題と，Ｍフォーム（事業部制）かＵフォーム（集権的職能別組織）かといった管理
組織の問題を混同したことに基づくのではなかろうか。したがって，市場が戦略を，戦略が管理組織を規
定するというチャンドラー・モデルのエッセンスは依然として正しいと筆者は考えている。チャンドラー
「序文」，曳野「経営者企業」参照。
ちなみに，この問題に関しては，オールフォードがすでに１９８９年以前の１

９

７

６

年

に

，チャンドラーも参
加している著作において，次のように指摘している。「こうした分析の方向［マサイアスが指摘した戦略・
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組織アプローチ］は，組織は戦略を決定できる，しかもしばしば，という命題を導くのだろうか。もちろ
ん，そうした命題は，チャンドラーの本来の命題――組織は戦略に従うとの命題と直截に矛盾する。……
［戦略と組織の］関係を因果的（causal）なものより共生的（symbiotic）なものと考えるべき強い理由が
存在するように思える。」Alford, p.５９．
（４）チャンドラー『スケール・アンド・スコープ』参照。
（５）Chandler,“Managers”.
（６）ジャコービィ『日本の人事部』。
（７）チャンドラー『競争の戦略』。
（８）チャンドラーは，１９９０年代以降，組

織

能

力

という用語を多用したが，筆者は，ルーティーン（routine）
を超えた戦略的判断を含む意味から，経営能力（managerial capabilities）の方が適当と考える。戦略に
はもちろん策定（formulation）と実行（implementation）の両方を含む。ちなみに，筆者と数人で訳した
チャンドラーの『スケール・アンド・スコープ』のサブタイトルを，原著の“The Dynamics of Industrial
Capitalism”とは全く異なる「経営力発展の国際比較」としたのも，組織能力よりも戦略的意思決定を含
む経営能力のほうが適切であるという判断からである。以上の「組織能力」と「経営能力」の異同につい
ては，安部「国際競争」の第１節「チャンドラー・モデルと理論フレームワークの変化」を参照。ちなみ
に，organizational capability は，組織構

築

能力と訳すのが正しいように思う。
（９）安部，同上論文，１９―２０頁。チャンドラーは，①新古典派理論，②依頼主・代理人理論，③取引コスト理
論をそれぞれ否定ないしはあまり重視しないとの判断に続いて，進化論的解釈すなわちネルソンとウィン
ターが強調する組織ルーティーン理論を評価する。取引よりも生産を強調し，戦略，組織，および中核的
能力（core capability）が企業にとって重要であるとする理解に賛同している。しかし，ルーティーンの
概念をあまりに広くとらえる「組織ルーティーン理論」には疑問が残る。詳しくは，上記論文参照。もっ
とも筆者から見ると，企業文化の影響を直截に受けている企業組織（corporate structure＝corporate gov-
ernance）が，戦略に与える影響を無視ないし軽視している点に（図１参照），問題が胚胎していると思う。
後にはチャンドラーも組織能力の強調という形で，その影響について重視の方向に動くが，それでもそれ
に関してあまり明瞭ではない点が関係しているように思われる。この点で，組織も戦略に影響するといっ
た考えは，企業組織と管理組織の区別の意義を，チャンドラーも十分には自覚していなかったのではない
かという疑念が惹起されるのである。
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